
COOP24 規約書 

 
第 1 章 総則 
第１条（適用関係） 
この会員規約は、島根大学生活協
同組合（以下「当組合」といいま
す。）と以下に記載する方法により
当組合が管理する物件（以下「管
理物件」といいます。）上において、
当組合が運営する COOP２４（以
下「本サービス」といいます。）の
提供及びその利用に関して適用さ
れます。尚、本サービスの中の一
部をジャパンベストレスキューシ
ステム株式会社（以下、「当社」と
いいます。）に委託しています。本
サービスの一部は「学生生活 110番」
と同じサービスを使用しており、
その規約は「学生生活 110番会員に
規 約 」 に 準 じ ま す 。 
※学生生活 110番のサービスについ
ては、学生生活 110番会員規約を適
用いたします。（COOP24 の利用規
約に学生生活 110番会員規約と同様
の内容を記載しております。） 
当組合は、本サービスの運営上、
個別のサービス毎に利用約款や利
用上の注意等の諸規定（以下「諸
規定」といいます。）を設ける事が
あります。それらの諸規定はこの
会員規約の一部を構成するものと
します。 
会員規約と諸規定の定めが異なる
場合、諸規定の内容が優先します。 
 
第２条（定義） 
「会員」とは、この会員規約に同
意のうえ本サービスの加入申込手
続を行い、当組合がこれを承諾し
た個人をいいます。 
「サービス対象物件」とは、会員
が本サービスの提供を受ける住戸
として加入申込時に指定した賃貸
住戸（当組合の管理物件であるこ
とが前提であり、また、事業用途
に供する場合を除きます。）をいい
ます。 
「利用者」とは、個人である会員
における入居者及び当組合が承認
した兄弟姉妹等であり、2 人暮らし
できる物件の場合はその同居人
（以下、同居人とする）を合わせ
たものをいいます。また、「学生生
活 110番」のサービスに関しては、
会員の２親等以内の親族（同居・
別居を問いません）も受ける事が
でき、その場合も利用者といいま
す。 
 
第３条（本サービスの利用） 
会員及び利用者は、この会員規約
の定めるところに従い、本サービ
スを利用することができます。 
会員は、同居人による本サービス
の利用に際して、同居人にこの会
員規約及び諸規定の定めを遵守さ
せる義務を負うものとします。 
会員は、本サービスを利用する場
合には、利用者であることが特定
できる住所、氏名、生年月日、性
別等の個人情報を窓口に伝達する
ことが必要となります。また、本
サービスを円滑に利用できるよう
にするため、当組合から当社や提
携業者に会員情報を共有すること

に予め同意するものとします。 
 
第４条（会費） 
会員は、当組合が別途定める本サ
ービスの月額利用料（以下「会費」
という。）を、別途指定する方法等
により月払いにて支払うものとし
ます。 
会費は、本サービスが月の中途で
開始又は終了する場合であっても
日割り計算は行わないものとしま
す。なお、支払われた会費は、当
組合が申込を承諾しなかった場合
を除き、途中退会や資格取消その
他理由の如何を問わず一切返還し
ないものとします。 
また、当組合と会員が本サービス
を受けようとするサービス対象物
件の貸主との間で家賃管理の委託
を受けていない場合、引落開始月
に契約開始月と合わせて 2か月分を
徴収することとします。 
第５条（消費税率又は地方消費税
率の変更） 
会員は、消費税率又は地方消費税
率が変更になった場合、その税率
が施行される時から自動的に当該
変更後の税率に従って、前条第 1項
で定める会費に係る消費税及び地
方消費税が変更されることに、予
め同意するものとし、その他の税
込価格の料金についても同様とす
る。 
 
第 6 条（有効期間） 
本サービスの有効期間は、会員が
別途締結するサービス対象物件の
賃貸借契約の開始日からサービス
対象物件を退去日又は契約が終了
する日のいずれか早い方とします。 
前項の記載に拘らず、本サービス
の利用開始日が賃貸借契約の開始
日と異なる場合、又は既に入居し
ている住戸において、新たに本サ
ービスの加入申込をする場合の有
効期間は、申込日をサービス始期
日とし、サービス終了日はサービ
ス対象物件を退去日又は契約が終
了する日のいずれか早い方としま
す。 
前 2項において、本サービスの有効
期間であっても会費の支払いが確
認できない場合、本サービスを提
供できないことがあります。この
場合、当組合からサービス停止の
通知をする。 
本サービスは、第 1条に定めるとお
り当組合の管理物件である場合に
利用できるものとし、第１項に定
める有効期間内であっても当組合
がサービス対象物件の管理を終了
する日までとします。 
 
第 7 条（登録情報の変更） 
会員は、当組合に届け出た連絡
先・住所、同居人の氏名等の情報
（以下「登録情報」といいます。）
に変更があった場合、当組合所定
の方法により速やかに変更手続を
とるものとします。なお、登録情
報の変更は会員本人からの申し出
により行うものとします。 
登録情報の不備、変更手続の不履

行や遅延等により会員又は利用者
が不利益を被ったとしても、当組
合はいかなる責任も負いません。 
 
第 8 条（会員資格の取消し） 
会員又は利用者が次のいずれかに
該当した場合、当組合は会員の承
諾なく会員資格を取り消すことが
できるものとします。 
①加入申込時に虚偽の申告をした
場合 
②本規約又は諸規定の定めに違反
した場合 
③不要な問合せや悪質ないたずら
等で本サービスの業務に支障をき
たした場合 
④第 4条に定める会費及び利用料金
等を当初の支払期限より 2か月以上
支払わない場合 
⑤暴力、威力と詐欺的手法を駆使
して経済的利益を追求する集団若
しくは個人（いわゆる反社会的勢
力）に属する、又は密接な関係を
有する場合 
⑥生協管理物件から引越しをされ
る又は、貸主等の都合により生協
管理物件ではなくなった場合 
⑦その他、当組合が会員又は利用
者として不適切とみなした場合 
 
第９条（個人情報） 
当組合は、本サービスの申込又は
利用等を通じて当組合が知り得た
会員及び利用者の個人情報（以下
「会員等の個人情報」といいます。）
について、「個人情報の保護に関す
る法律」、当組合・当社の個人情報
保護規則、その他の法令を遵守し、
善良なる管理者の注意をもって管
理するものとします。当社は、会
員等又はその代理人から、会員等
の個人情報の開示もしくは利用の
停止、消去、第三者への提供の停
止を求められた場合は、当社所定
の手続に従ってこれに応じること
とします。なお、当社の会員等の
個人情報の取り扱いにつきまして
は、プライバシー ポリシー 
（https://www.jbr.co.jp/privacy/）
をご確認ください。 
 
第 10 条（規約の追加変更） 
本サービスの運営上、この会員規
約に追加又は変更の必要が生じた
場合は、当組合・当社の運営する
ホームページ上で告知するものと
します。なお、本サービスの提供
会社が当組合から変更になる場合
も含みます。 
 
第 11 条（損害賠償） 
当組合・当社は、本サービスの運
営に関して、会員又は利用者に損
害が生じた場合、会員又は利用者
に対して直接かつ通常の損害の範
囲において賠償責任を負うものと
します。但し、当組合・当社の故
意又は重過失による場合に限りま
す。 
 
第２章 緊急サポートサービス 
第 12 条（内容） 
利用者は、サービス対象物件につ



いて、次の各号のトラブルが生じ
た場合、当組合指定の専用フリー
ダイヤルを利用して、24 時間 365
日、トラブル解決を図るための情
報提供又は現場駆けつけ対応のサ
ービスを受けることができます。 
①カギの紛失・故障等、カギのト
ラブル（但し、特殊構造の鍵に関
しては開錠できない場合がありま
す。） 
②水廻りのトラブル 
③ガラスのトラブル 
④ガスのトラブル 
⑤電気設備のトラブル（会員又は
利用者が所有する家電製品は対象
外とします。） 
⑥エアコン、鍵の掛け忘れ、電気
の切り忘れのトラブル 
⑥以外の前項の現場駆けつけ対応
時には、利用者の立ち会いが必要
となります。尚、⑥については会
員の申し出があった場合は不在入
室の許可を得たものとし、且つ貸
主から当組合に鍵を預けている対
象物件のみ立ち合い不要でも対応
できるものとします。鍵を預けら
れていない物件の場合は対応でき
ない場合があります。 
第１項の現場駆けつけ対応は、第
１項各号に定めるトラブルについ
て、同一のトラブルにつき１回に
限り提供されるものとし、当組合
の責めに帰すべき事由がある場合
を除き、既に現場駆けつけ対応を
行ったものについて、当組合・当
社は再度の現場駆けつけ対応を行
わないものとします。また、夜
間・休日にご依頼いただいた場合、
内容によっては翌営業日以降の対
応になる場合もしくは、トラブル
サービスの提供の遅れまたは天候
や交通事情などの理由により現場
に到着できない場合の損害は追わ
ないものとします。 
 
第 13 条（利用料金） 
利用者は、現場駆けつけ対応を無
料で受けることができます。ただ
し、部品（ガラス・パッキン・薬
剤など）代は、実費負担となりま
す。 
 
第 14 条（除外事項） 
次の場合は緊急サポートサービス
の対象外とします。 
①建物共用設備におけるトラブル 
②破壊による開錠 
③会員又は利用者が所有する家電
製品等に関するトラブル 
④サービス対象物件の賃貸借契約
の開始日から３ヶ月以内の入居当
初からの故障・破損（契約不適合）
に関するトラブル 
⑤原状回復に関するトラブル 
⑥地震等の天災や火災、暴動等の
非常事態におけるトラブル 
⑦騒音などの迷惑行為に関しての
トラブル 
⑧体調不良でご飯が買いに行けな
いときのトラブル 
⑨その他当組合・当社が不適切と
判断した場合 
 
第３章 生活相談電話サポート 
第 15 条（目的） 
生活相談電話サポートは会員の
様々なトラブルに関して、必要手
続の案内や専門家、行政機関、消
費者保護団体等の紹介などの情報
提供を行うことで、可能な限りト
ラブル解決をサポートするものと
します。 

可能な限りトラブル解決をサポー
トするものとしますとありますが、 
必ずしもトラブルの解決を保証す
るものではありません。 
 
第 16 条（内容） 
1. 会員から専用フリーダイヤルに
て問い合わせがあった事項に関し
て、下記の情報を提供することで、
トラブル解決のサポートを行うも
のとします。尚、可能な限りトラ
ブル解決をサポートするものとし
ますとありますが、必ずしもトラ
ブルの解決を保証するものではあ
りません。 
1）トラブルの解決のために必要と
なる手続・必要措置等の案内 
2）行政機関窓口、消費者保護団体、
カウンセラー等の専門家の紹介 
3）保険・補償等の申請手続のサポ
ート 
4）その他、トラブル解決のために
必要な情報 
2. 以下の事項に関しては、サポー
トの対象外とします。 
1）恋愛・信仰など、個人の価値観
に関係する事項 
2）進学・就職など、大学内にて既
に所定の相談窓口が設けられてい
る事項 
3）法令や社会通念に反する事項 
4）法律相談、あるいはそれに準じ
た対応 
5）その他、情報提供が著しく困難
と認められる事項 
 
第 17 条（利用料金） 
1. 会員は専用フリーダイヤルに対
し、本サービス期間内において、
無償で問い合わせを行うことがで
きます。 
2. 下記に該当する、専用フリーダ
イヤルの情報提供後の費用につい
ては、会員本人の負担となります。 
1）書類申請等にかかる費用等 
2）カウンセラー等と個別に相談を
行う場合の報酬等 
3）その他、紛争解決のために発生
する費用 
 
第 18 条（提供情報の利用） 
専用フリーダイヤルが提供する情
報は、会員がトラブルを解決する
ための一手段であり、会員に強制
するものではないとともに、情報
の利用についての責任は会員本人
に帰属 
するものとします。 
 
第４章 盗難転居サポートサービ
ス 
第 19 条（内容） 
会員又は同居人が加入期間中にサ
ービス対象物件の室内（ベランダ
は除きます。）において住居侵入、
窃盗又はストーカー被害（以下
「窃盗被害等」という。）に遭い、
サービス対象物件の賃貸借契約を
終了して転居する場合において、
第 20条、第 21条の要件をすべて満
たす場合に当組合から見舞金 5万円
を給付します。 
 
第 20 条（見舞金の給付条件） 
見舞金は以下の要件をすべて満た
す場合に給付されます。 
①所轄の警察署に対して被害届を
提出していること 
②本サービスの有効期間中かつ窃
盗被害等から 3か月以内に、サービ
ス対象物件の賃貸借契約につき解
約の合意を成立させ、又は解約の

申し入れの意思表示をし、当組合
所定の申込書を提出していること 
③当組合の管理する物件を転居先
として賃貸借契約書を締結してい
ること 
④本サービスの有効期間中である
こと（見舞金の給付は契約の回数
に拘わらず１回に限ります。）） 
 
第 21 条（除外事由） 
次の各号のいずれかに該当する場
合は、見舞金は給付されません。 
①会員及び同居人の不在中に施錠
されていなかった場合、及び会員
又は同居人の故意又は重過失によ
る場合、その他会員又は同居人の
犯罪行為や闘争行為により招来さ
れた場合 
②室外ベランダにおける窃盗被害
等 
③会員及び会員の同居人、親族、
使用人、止宿人、監守人、その他、
サ－ビス対象物件に出入りするこ
とが可能な者が加担した行為によ
る窃盗被害等 
④会員及び会員の同居人、親族、
使用人、止宿人、監守人、その他
サ－ビス対象物件に出入りするこ
とが可能な者が在宅中の窃盗被害
等 
⑤戦争その他の変乱による窃盗被
害等 
⑥地震、噴火、風水雪災害、その
他の天災の影響のもとでの窃盗被
害 
⑦核燃料物質又は核燃料物質に汚
染された物の放射性、爆発性その
他有害な特性の発生の影響のもと
での窃盗被害 
⑧前号以外の放射線照射又は放射
能汚染による窃盗被害等 
⑨侵入盗難被害が発生した日から
数えて６日以上、当組合に報告し
なかった場合 
⑩転居先の再入居住宅物件の「仲
介・斡旋不動産業者」が当組合以
外の場合 
⑪会員が、会員規約等に違反した
場合 
⑫その他、当社が不適切と判断す
べき合理的な理由がある場合 
 
第 22 条（手続） 
会員は、盗難転居サポートサービ
スを利用する場合は、次の書類を
提出して当組合に利用の申請を行
うものとします。 
①当組合所定の申請書（送金先の
金融機関口座情報を含みます。） 
②転居先の賃貸借契約書の写し 
前項の申請が、規約の定める要件
をすべて満たす場合、満たした月
の翌月末までに当組合は、会員の
指定した金融機関口座に見舞金を
送金します。 
 
第 23 条（他の補償制度との関係） 
盗難転居サポートサービスによる
見舞金の給付は、保険ではなく、
会員への付加サービスであり、他
の補償制度や保険等からの給付と
は無関係に行うものとします。 
 
第 5 章 自動車・バイク ロードサ
ービス 
第 24 条（内容） 
 当社は、会員に対して、緊急性を
有する場合に、自動車・バイクの
ロードサービスを行います。ただ
し、下記に該当する場合、有料と
なります。 
1）ディーラー・修理工場からの回



収、依頼 
2）特殊な構造・部品を使用する場
合 ※防犯性の高いカギの場合（イ
モビライザー対応車など）はレッ
カー対応致します。 
3）自宅または同等の駐車場等から
の回収 
4）事故の加害者または保険会社が
費用を負担する場合 
 
第 25 条（免責） 
1. ロードサービスに関して、担当
者の作業状況・天候・交通 
事情などの理由により、現場急行
が遅れる場合または不可能な場合
があります。 
2. ロードサービスに関して、下記
事項に該当する場合、サービスの
提供をお断りする場合があります。 
1）会員本人以外の依頼 
2）会員本人以外が所有者の自動車
又はバイク 
3）災害・天災・暴動等に起因する
依頼 
4）車検・整備等を目的とする回収、
依頼 
5）違法改造車・飲酒運転等、法律
に違反した状態での 
依頼 
6）長期間保管・放置での回収依頼 
7）法人所有・営業ナンバーの車両 
8）大事故、転落等保有する装備で
作業が不可能な場合、牽引不可能
な構造の車両および最寄りに搬入
場所のない車両の場合 
9）通行禁止道路、季節的閉鎖道路、
工事用道路等一般 
車両が通行できない道路、凍結道
路、未除雪道路、未整地地域、海
浜、河川敷等出動車両の通行が極
めて困難な地域および自然保護、
環境保全等の見地から、主管大臣
等が通行禁止を指定した地域 
3. 当社および提携会社は、故意ま
たは重大な過失がない限り、下記
事項については、損害賠償等いか
なる責任も負わないものとします。 
1）ロードサービス利用の際に生じ
た車両・住宅の損壊および人身事
故等の損害 
2）天候や道路状況によるロードサ
ービスの遅れまたは、現場に到着
できない場合の損害 
 
第 26 条（ロードサービス料金表） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
● レッカー（移動）料金は20kmま
で無料となります。 
20km を超えた部分は￥500／km と
なります。 
● 部品代・燃料代（ガス欠時）・有
料道路料金は実費負担となります。 
 
第 6章 カギ・ガラス・水まわりの
トラブルサービス 
第 27 条（内容） 
 当社は、会員に対して、緊急性を
有する場合に、カギ・ガラス・水
まわりのトラブル解決サービスを
行います。ただし、以下の条件の
場合、会員サービスとは別に料金
が発生します。 
1）部品を使用する場合（ガラス・

パッキン・薬剤など） 
2）リフォームなど緊急作業ではな
い場合 
 
第 28 条（免責） 
1. カギ・ガラス・水まわりのトラ
ブルサービスに関して、担当者の
作業状況・天候・交通事情などの
理由により、現場急行が遅れる場
合または不可能な場合があります。 
2. カギ・ガラス・水まわりのサー
ビスに関して、下記事項に該当す
る場合、サービスの提供をお断り
する場合があります。 
1）会員本人以外の依頼 
2）災害・天災・暴動等に起因する
依頼 
3）会員証・免許証・学生証等の身
分証明書が住宅物件の名義と一致
しない場合 
4）店舗・会社事務所など、住宅物
件とは異なる場合 
5）特殊な構造・部品を使用する場
合 
3. 当組合・当社および提携会社は、
故意または重大な過失がない限り、
カギ・ガラス・水まわりの作業に
関して、損害賠償等いかなる責任
も負わないものとします。 
 
第 29 条（カギ・ガラス・水まわり
のトラブルサービス料金表） 
 
 
 
 
 
 
 
● 部品（ガラス・パッキン・薬剤
など）代は 5,000 円未満であれば当
組合負担となりますが、5,000 円以
上の内容の場合は会員又は利用者
が全額実費負担となります。 
 
第 7章 自転車のトラブルサービス 
第 30 条（内容） 
 当社は、会員に対して、下記のト
ラブルでかつ緊急性を有する場合
に、自転車のトラブル解決サービ
スを行うものとします。 
1）自転車のパンク 
2）自転車のチェーンはずれ 
3）自転車のカギ紛失・故障 
 ただし、上記のトラブル以外のサ
ービスは提供致しかねます。 
 
第 31 条（免責） 
1. 自転車のトラブルサービスに関
して、担当者の作業状況・天候・
交通事情などの理由により、現場
急行が不可能な場合があります。 
2. 自転車のトラブルサービスに関
して、下記事項に該当する場合、
サービスの提供をお断りする場合
があります。 
1）会員本人以外の依頼 
2）会員本人以外が所有者の自転車
の場合 
3）災害・天災・暴動等に起因する
依頼 
4）防犯登録のない自転車の場合 
5）特殊な構造・部品を使用する場
合 
6）長期間保管・放置での回収依頼 
7）大事故、転落等保有する装備で
作業が不可能な場合 
8）通行禁止道路、季節的閉鎖道路、
工事用道路等一般 
車両が通行できない道路、凍結道
路、未除雪道路、未整地地域、海
浜、河川敷等出動車両の通行が極

めて困難な地域および自然保護、
環境保全等の見地から、主管大臣
等が通行禁止を指定した地域 
3. 当組合および当社、提携会社は、
故意または重大な過失がない限り、
下記事項については、損害賠償等
いかなる責任も負わないものとし
ます。 
1）自転車トラブルサービス利用の
際に生じた自転車の損壊および人
身事故等の損害 
2）天候や道路状況による自転車ト
ラブルサービスの提供の遅れまた
は現場に到着できない場合の損害 
 
第 32 条（自転車トラブルサービス
の料金表） 
 
 
● 作業費・出張費・カギの開錠・
チェーン調整・パンクのパッチ修
理までは￥1,000（税込）に含まれ
ます。 
 
第 8章 お部屋無料定期メンテナン
スサービス 
第 33 条（内容） 
1．当組合は、会員に対して契約開
始 1年後から定期メンテナンスサー
ビスを提供します。 
2．原則、当組合が指定する日程に
より当組合または当組合の指定す
る業者が事前に借主に連絡し、借
主の承諾を得たうえで本物件に立
ち入ることができ、設備の点検を
実施していきます。尚、会員との
日程調整が難しい場合や事前に通
知をしていたにも関わらず不在に
されていた場合は、不在入室の許
可を得ての立ち入りも予め了承す
るものとします。 
3．会員の責めに帰すべき事由によ
らない、日常生活に支障を及ぼす
設備等の異常箇所が見つかった場
合、貸主の負担により修繕を進め
ます。但し、定期メンテナンス時
には修繕できない場合があるため、
翌営業日以降で提携業者の都合の
良い日程により対応します。 
4．会員の故意、過失、善管注意義
務違反および通常の使用方法を超
える使用などが原因による設備等
の異常個所が見つかった場合、本
物件を使用するために必要な修繕
を会員の負担にて行うものとしま
す。尚、修繕業者は貸主又は管理
会社が指定するものとします。 
 
第 10 章 優待サービス 
第 34 条（内容） 
当組合は、会員に対して住生活に
関する優待サービスとして以下を
提供します。 
1.下表に定める交換にかかる部材つ
いては会員又は利用者は負担なく、
当組合の負担で対応します。 
 
 
 
尚、交換や修繕作業については会
員又は利用者が行うものとし、当
組合または提携業者に依頼する場
合は、出張料や作業料は会員又は
利用者が全額負担します。 
2.会員は転居する際に当組合を通じ
て生協管理物件を契約された場合
は、家賃 10％を生協電子マネー等
により当組合が指定する方法でキ
ャッシュバックします。 
3.鍵紛失をしたことによる鍵交換を
した場合、会員又は利用者は鍵交
換費用の内、1,100 円（税込）を当



組合が指定する方法により補填し
ます。 
4. 当組合と会員が本サービスを受
けようとするサービス対象物件の
貸主との間で家賃管理の委託を受
けている場合に限り、会員又利用
者は当組合の指定する家賃引落に
より支払う引落費用は 300円（税込）
を上限として当組合の負担としま
す。尚、当組合が指定する方法以
外での家賃支払いに関する費用や
滞納で振込をする際に発生する費
用は会員又は利用者の負担となり
ます。 
 
第 35 条（優待サービスの利用） 
会員は、優待サービスの利用に際
し、領収書やレシートなどの提出
が求められます。尚、原則として、
利用したい優待サービスのみの取
引内容と金額だけが記載されてい
るレシート又は領収書などを当組
合が指定する方法により提出する
ことで受けられるものとします。 
 
2023 年 10 月 10 日制定 
2023 年 11 月   1 日運用開始 


